
富士宮市における系統用蓄電池に係る開発許可取扱いフロー図 

★都市計画法の許可不要の場合でも、設置を計画する場合は、事前協議が必要です★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 危険物とは、建築基準法施行令第 116 条第１項の表の危険物品の種類の欄に掲げら

れるものをいい、数量の多寡は問いません。 

 

事前協議問合せ先 環境部環境未来課 

         電話：0544-22-1131 メール：kankikaku@city.fujinomiya.lg.jp 

計画している系統用蓄電池は、電気事業法第２条第１項第 16 号に掲げる電気事
業のうち、どの事業の用に供する電気工作物（同項第 18 号）に該当しますか。 

・一般送配電事業 ・特定送配電事業 
・送電事業    ・発電事業 
・配電事業 

・小売電気事業 
・特定卸供給事業 

都市計画法の許可不要 
（第一種特定工作物の適用除外） 

計画している系統用蓄電池施設は、
第一種特定工作物又は建築物に該当
しますか。 

第一種特定工作物 
（建築物に該当しないが危険

物(※)を含有するもの） 

建築物 
（専用コンテナを複数積み重

ねたものを含む。） 

開発区域の規模等により都市計画法の許可が必要となります。 

計画地がある区域 許可を要する開発区域の規模等 

市街化区域 1,000 ㎡以上 

都市計画区域外 10,000 ㎡以上 

市街化調整区域 
面積にかかわらず、許可必要 

ただし、設置要件がないため、設置不可 

 

該当しない 


